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 講演会を開催しました  
 

１２月３日、桑折町屋内温水プール・多目的
スタジオ「イコーゼ！」において、三春町の福
聚寺住職で芥川賞作家の玄侑宗久氏を講師に
迎え、『放射能を巡るアレコレ』と題して講演
会を開催しました。 
当日は、日本各地の放射線量の状況や、県内

の影響・被害など、各種資料を用いながらいろ
いろな視点からわかりやすく説明をいただき
ました。 
また、原発事故後の現状を踏まえ、県内原発
の再稼働に反対するとともに、他県における再
稼働の判断にあたっても十分に考慮されるべ
きであると話されました。 

 
 

 東京電力から回答がありました  
 

１１月１０日、東京電力（株）に対して行
った要求に対する回答書を、町民会議幹事、
町議会議員同席の下、１２月８日に受けとり
ました。 
回答を受け、出席した幹事、議員からは行

政経費に係る損害賠償の早期支払いや、農
家・商工事業者等への適切な賠償、県内原発
の廃炉を明言することなどを求める意見が
出されましたが、東電から前向きな返答はな
く、会長は「回答内容は従前どおりにとどま
っており、町・町民の望みとかけ離れている」
と厳しく指摘しました。 
町民会議では、原発事故に係る賠償等への
適切な対応を求め、今後も国・東電に対し要
求、要望活動を行っていきます。 

 

回答内容は裏面のとおりです。  

東京電力（株）福島復興本社 林副代表（右）から回答を受け取る髙橋会長 

約２００名の参加者に対して講演する玄侑氏 



 

「原子力損害賠償完全実施と事故対策に関する要求」の内容と回答 

１ 当町及び町民が被ったすべての損害に対し、原発事故災害の原因者としてその責任において、それぞ
れの被害の実態に見合った賠償を確実、迅速に誠意を持って行うこと 

＜回答＞ 

 弊社といたしましては、原子力損害賠償支援機構法を含む原子力損害賠償制度の枠組みの下で、損害を
受けられた方々への迅速かつ公正な賠償金のお支払いに引き続き取り組んでまいります。また、弊社事故

と相当因果関係が認められる原子力損害につきましては、それぞれのご事情をお伺いし適切に対応させて

いただきます。 
 自主的避難等に関する賠償につきましては、原子力損害賠償紛争審査会よる「東京電力株式会社福島第

一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針追補（自主的避難等係る損

害について）」を踏まえ、弊社事故当時の精神的損害等の賠償を実施させていただいております。 

２ 当町が、平成２７年３月１８日に賠償請求した本件事故に起因する事業に要した人件費を含めた行政

経費について、原発事故災害の原因者としてその責任において、迅速かつ確実に誠意を持って対応する

こと 

＜回答＞ 
地方公共団体さまへの賠償につきましては、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による

原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故によ

る原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針第二次追補」、「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発
電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針第三次追補」を踏まえ、賠償の取り組みを鋭

意進めております。ご請求いただきました人件費を含めた行政経費につきましては、それぞれのご事情を

お伺いさせていただきながら、適切に対応させていただきたいと考えておりますので、何卒、ご理解賜り
ますようよろしくお願い申し上げます。 

３ 福島県内にある原子力発電所は、全て廃炉の決定をし、その考えを明示すること 

＜回答＞ 
 福島第一原子力発電所 5 号機および 6 号機につきましては、既に平成２６年１月３１日付で廃止してお

ります。 

 福島第二原子力発電所につきましては、福島県ならびに県内自治体の各議会において廃炉決議がなされ
ている事は承知しておりますが、今後の扱いについては、地域の皆さまをはじめ、広く社会の皆さまのご

意見や、国のエネルギー政策の動向、福島第一原子力発電所廃炉作業のバックアップ機能としての役割等

を総合的に勘案し、事業者として判断してまいりたいと考えております。 
なお、福島第二原子力発電所では、安定的な冷温停止の維持に必要な設備等の健全性を確保しつつ、福

島第一原子力発電所の廃炉作業を支援しております。 

今後も、福島第二原子力発電所を含め、当社の保持する経営資源を福島第一原子力発電所の廃炉作業に
投入し、安全かつ着実に廃炉を進めてまいります。 

４ 商工業等に係る営業損害について、年間逸失利益の２倍相当額を一括して賠償するとした素案を撤回

するとともに、被害者に対して、損害の実態に見合った賠償を行うこと 

＜回答＞ 
 弊社といたしましては、国による２年間の集中的な自立支援施策の展開によって原子力事故災害により

生じている損害の解消が図られていくとの認識の下、事業者さま毎にご事情をお伺いの上、本件事故と相

当因果関係の認められる将来にわたる損害に対し、直近の減収にもとづく年間逸失利益の２倍を一括して

賠償させていただきます。 

なお、国による自立支援施策の活用やこのたびの一括賠償をもってしてもなお、やむを得ない特段のご

事情により、損害の継続を余儀なくされる場合につきましては、ご事情をお伺いしたうえで、適切にお支
払いさせていただきます。 

５ 被害者が賠償請求の機会を失うことのないよう、未請求者の掘り起こしや周知活動を継続して実施す

るとともに、将来にわたり消滅時効の援用をしないことを明示すること 
＜回答＞ 

 自主的避難等に係る損害に対する賠償請求をいただいた方へは、平成２７年１０月２３日時点で９８％

の方にお支払いさせていただいております。また、賠償請求いただいていない方には平成２６年１１月よ
り、ダイレクトメールにて請求のお手続きのお願いをさせていただいております。 

消滅時効につきましては平成２５年１２月に成立した消滅時効特例法の趣旨を踏まえ、最後の一人が新

しい生活を迎えることができるまで、損害を受けられた方々に寄り添い責任を持って対応してまいります。 


